
平成25年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

国・県支出金 市債 その他 一般

経常 観光施設一般管理事業 施設管理委託料 委託料 58,061 56,168

財源内訳
評価

312 7,421 48,435 2

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等）
予算現額
（千円）

決算額
（千円）

事
業
概
要

○観光施設一般管理事業・・・市内各観光施設を管理し、もって観光客の利便性を図る　　　[対象：施設利用者]
　　　・テニスコート・・・「リバーパーク犬飼」　　　・サッカー場・・・「リバーパーク犬飼」
　　　・その他グラウンド・・・「農山村広場」　　　・キャンプ場・・・「奥嶽川自然公園井崎河川公園キャンプ場」ほか３施設
　　　・河川プール・・・「ふるさと体験村」　　　・その他レク・スポーツ施設・・・「俚楽の郷伝承体験館」ほか２施設
　　　・農産物直売所・・・「リバーパーク犬飼特産品販売所」
　　　・観光施設・・・「内山観音周辺観光施設」ほか９施設
　　　・観光トイレ・・・「出會橋・轟橋公衆トイレ」ほか５施設
　　　・ポケットパーク・・・「軸丸ポケットパーク」ほか５施設
　　　・一般公共用トイレ・・・「犬飼河川公園トイレ」ほか１施設
　　　・天文台・・・「三ノ岳なかよしパーク」　　　・文化財関連トイレ・・・「菅尾石仏トイレ」ほか７施設
　　　・墓地公園・・・「小富士公園」ほか１施設
　
○観光施設整備事業・・・市内各観光施設のうち、大規模修繕・施設改修が必要な施設を整備し、もって観光客の利便性を図る。
　　　［対象：施設利用者］
　　　・リバーパーク犬飼バンガローテラス補修工事　　　・原尻の滝大輪水車修繕　　　・井崎河川キャンプ場空調施設取替工事
　　　・ほげ岩トイレ解体工事　　　・滞迫峡駐車場階段施設改修工事　　・大辻公園給水管敷設工事　　・用作公園関連工事

課　名 商工観光課

予算
款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

目
的

観光振興の拠点として整備を行う
対
象

施設利用者

7 1 4 246 頁 観光施設管理費 観光施設管理事業

計 72,714 69,672 9,299 0 7,421 52,952

4,517 2経常 観光施設整備事業 改修工事 工事請負費 14,653 13,504 8,987

経常 観光施設一般管理事業 委託料 58,061 56,168 312 7,421 48,435 2
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２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２３～Ｈ２５（決算額）、Ｈ２６（予算現額）

対応（改善点等） － － －

理由

県　　費 312 900 1,299 312

国　　費 8,000

施設が多いことにより財政的負担が多い。
－ － －

課題
c

－

69,672 70,448
減額

うち経常経費 64,944 55,507 56,168 57,724

施設を抜本的に見直す。

決 算 額 （千円）
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 方向性

66,329 77,485

b
－ －

ｄ
－ － －

－ －

人
5,992 人 5,820

％ 77.1

－

－ － －

％ 66.6 ％

Ｈ２４ Ｈ２５

観光入込客数 人
1,662,000 人 1,615,000 人 1,599,000 人

目標

成果指標名 単位 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ 活動指標名 単位 Ｈ２３

人 5,031 人

79.4 ％ 77.1 ％ 76.4 ％ 79.4
a

施設宿泊
者数

ｄ

数値 目標 7,550人 目標 目標

豊後大野市外からの観光入込客数を増加させることを指標とし、数値設定はＨ
２０年度時点の道の駅のレジ客数の２．５倍とした。数値 ２，０９４，０００人

活
動
指
標

指標 a 施設宿泊者数 ｂ ｃ

成
果
指
標

指標名 観光入込客数 目
標
年
度

H27

指標の設定理由

６．Ｈ２７年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

見直し
公共施設の見直し方針に則り業務を進めるとともに、個別状況の整理を
行うこと。

 ⑤ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 2
期待したほどの成果があがらなかっ
た。

事業の方向性 評価内容

 ③ 受益の
　　対象性

事業対象の確認 3 市や市民にとって有効であるため。

 ④ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 2
目標達成のために適切な手段である
が、検討の余地がある。

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 2 一部施設の見直しが必要である。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 2
施設の地元や民間への譲渡を検討
する。

事業費に係る人役 1.00 2.12 1.60 1.55

着眼点 分析 分析根拠

事業費に係る人件費 4,300 9,103 6,974 6,875

一般財源 58,970 68,938 52,952 62,157

うち経常 57,585 47,548 48,435 57,724

財
源
内
訳

そ の 他 7,047 7,647 7,421 7,979

県　　費 312 900 1,299 312

施設を抜本的に見直していくた
め。

市　　債

2

2

3

2

2

0

1

2

3
事業の必要性

行政の

関与性

手段の

妥当性

事業の

有効性

受益の

対象性

分析グラフ
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